
財務諸表に対する注記 

 

• 有形固定資産等の評価は取得原価としています。 

 

• 有形固定資産等の減価償却の方法は、定額法を採用しています。 

   

• 賞与引当金の算定方法 

  翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給

対象期間の割合を乗じた額を計上しています。 

  ６月支給予定の期末勤勉手当×（本年度支給対象期間４ヶ月/全支給対象期間６ヶ月） 

 

• 退職手当引当金の算定方法 

  期末自己都合要支給額により算定しています。具体的には、以下のＡとＢの合計額を

退職手当引当金として計上しています。 

  Ａ)基本額 

   勤続年数ごとの（職員数×平均給料月額×自己都合退職支給率）を合計したもの 

  Ｂ)調整額   

   イ及びロに掲げる額を合計した額 

    イ） 勤続年数が２５年以上の職員にあっては、該当職員区分の調整月額に５０

を、当該職員区分の次に低い職員区分の調整月額に１０をそれぞれ乗じて得た

額の合算額 

    ロ） 勤続年数が１０年以上２５年未満の職員にあっては、該当職員区分の調整

月額に５０を、当該職員区分の次に低い職員区分の調整月額に１０をそれぞれ

乗じて得た額との合算額に２分の１を乗じて得た額 

 

• 財務書類は一般会計を対象としています。 

一般会計とは、地方公共団体の行政運営の基本的な経費を網羅した会計です。 

 

• 財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月３１日）としています。 

ただし、出納整理期間中（翌年度の４月１日から５月３１日まで）の現金の受払い等 

を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

（出納整理期間は地方自治法第２３５条の５を根拠として設けられています。） 

 

• 物品については、取得価格又は見積価格が５０万円以上の場合に資産として計上して 

います。 

 



• 資本的支出と修繕費の区分については、法人税法基本通達により資産計上に該当しな 

い場合は修繕費として処理しています。 

 

連結財務書類について 

 

• 連結対象団体 

   

団体（会計）名 区分 
連結の方

法 
比例連結割合 

山口県市町総合事務組合 

（一般会計） 

一部事務組合 

・広域連合 
比例連結 0.000367032081727386% 

山口県市町総合事務組合 

（非常勤職員公務災害補

償特別会計） 

一部事務組合 

・広域連合 
比例連結 0.167965128052095% 

 

別添連結精算表のとおり内部取引を相殺処理しています。 

 

 

 

 

 

 


